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Ⅱ．自己資本の構成と自己資本比率
（単位：百万円）

項　　目 平成18年度末 平成19年度末

基本的項目
（TierⅠ）

資本金 48,652 48,652
　うち非累積的永久優先株 ― ―
新株式申込証拠金 ― ―
資本剰余金 29,263 29,140
利益剰余金 204,620 215,508
自己株式（△） 3,790 627
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,241 2,222
その他有価証券の評価差損（△） ― ―
為替換算調整勘定 △204 △320
新株予約権 ― ―
連結子法人等の少数株主持分 4,642 5,030
　うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合等により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ― ―
計（A） 280,942 295,161
　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ―

補完的項目
（TierⅡ）

その他有価証券の連結貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％相当額 70,426 34,691
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 12,129 11,641
一般貸倒引当金 31,301 29,537
負債性資本調達手段等 12,200 12,000
　うち永久劣後債務 ― ―
　うち期限付劣後債務及び期限付優先株 12,200 12,000
計 126,057 87,871
　うち自己資本への算入額（B） 126,057 87,871

控除項目 控除項目（C） 1,405 1,438
自己資本額（A）＋（B）－（C）　（D） 405,595 381,595

リスク・アセッ
ト等

資産（オン・バランス）項目 3,098,118 2,969,718
オフ・バランス取引等項目 53,774 57,500
信用リスク・アセットの額（E） 3,151,892 3,027,219
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（F） 190,400 180,534
計（E）＋（F）　（G） 3,342,292 3,207,753

総所要自己資本額（G）×8％ 267,383 256,620
連結自己資本比率（D）／（G） 12.13％ 11.89％
連結基本的項目（TierⅠ）比率（A）／（G） 8.40％ 9.20％

1． 連結自己資本比率（国際統一基準）

Ⅱ



67

2．単体自己資本比率（国際統一基準） （単位：百万円）

項　　目 平成18年度末 平成19年度末

基本的項目
（TierⅠ）

資本金 48,652 48,652
　うち非累積的永久優先株 ― ―
新株式申込証拠金 ― ―
資本準備金 29,114 29,114
その他資本剰余金 122 ―
利益準備金 43,548 43,548
その他利益剰余金 156,880 167,556
その他 ― ―
自己株式（△） 3,790 627
自己株式申込証拠金 ― ―
社外流出予定額（△） 2,241 2,222
その他有価証券の評価差損（△） ― ―
新株予約権 ― ―
営業権相当額（△） ― ―
のれん相当額（△） ― ―
企業結合により計上される無形固定資産相当額（△） ― ―
証券化取引に伴い増加した自己資本相当額（△） ― ―
計（A） 272,285 286,022
　うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 ― ―

補完的項目
（TierⅡ）

その他有価証券の貸借対照表計上額の合計額から帳簿価額の合計額を控除した額の45％相当額 70,438 34,701
土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の45％相当額 12,129 11,641
一般貸倒引当金 28,898 27,092
負債性資本調達手段等 12,200 12,000
　うち永久劣後債務 ― ―
　うち期限付劣後債務及び期限付優先株 12,200 12,000
計 123,666 85,436
　うち自己資本への算入額（B） 123,666 85,436

控除項目 控除項目（C） 86 123
自己資本額（A）＋（B）－（C）　（D） 395,865 371,335

リスク・アセッ
ト等

資産（オン・バランス）項目 3,089,781 2,963,203
オフ・バランス取引等項目 53,774 57,500
信用リスク・アセットの額（E） 3,143,555 3,020,704
オペレーショナル・リスク相当額に係る額（F） 188,586 178,225
計（E）＋（F）　（G） 3,332,142 3,198,929

総所要自己資本額（G）×8％ 266,571 255,914
単体自己資本比率（D）／（G） 11.88％ 11.60％
単体基本的項目（TierⅠ）比率（A）／（G） 8.17％ 8.94％

3．自己資本調達手段
当行における自己資本調達手段の概要は、単体・連結ともに以下のとおりです。

平成18年度末 平成19年度末
自己資本調達手段 概　　要 自己資本調達手段 概　　要

普通株式（504百万株） 完全議決権株式 普通株式（494百万株） 完全議決権株式

期限付劣後債務 ステップ・アップ金利特約付
期間10年（期日一括返済）
但し、5年目以降に金融庁の承認
を条件に期限前弁済が可能。

期限付劣後債務 ステップ・アップ金利特約付
期間10年（期日一括返済）
但し、5年目以降に金融庁の承認
を条件に期限前弁済が可能。

劣後特約付借入金
（130億円）

劣後特約付借入金
（130億円）

（注）	 普通株式の減少は自己株式の消却によるものであります。
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